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AT&T Services, Inc.との業務提携及び新事業の開始に関するお知らせ 

 

当社は、2019年 10月 22日開催の取締役会において、当社の連結子会社である IP Infusion Inc.（以

下「IPI」）が米国の大手情報通信・メディアコングロマリットである AT&T Inc.の子会社との間で通信

キャリア向けネットワーク機器の White Box（ハードウェアとソフトウェアの分離）ソリューションに

関するライセンス契約及び業務提携契約を締結（以下、「本件提携」）し、DANOS-Vyatta版の開発販売事

業を開始することにつき決議いたしましたので、その旨お知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．業務提携の理由及び新たな事業の概要 

 （１） 新たな事業の内容 

本件提携により、IPIは「DANOS（Disaggregated Network Operating System）-Vyatta版」

を商用ソリューションとして独占的に販売するとともに顧客向けサポートサービスを提供い

たします。また、IPI は自社が保有する技術を活用して「DANOS-Vyatta」ソリューション上に

技術提供を行います。本件提携を通じ、IPIは White Box型のネットワーク導入の普及を加速

させてまいります。 

 

（注） White Boxとは、専用ハードウェアと専用ソフトウェアが一体で提供される従来型のネット

ワーク機器に対し、ハードウェアとソフトウェアが分離して提供される形態を指し、これに

よりネットワークインフラ設備投資コストの大幅な低減とネットワークインフラ運用の自

由度向上が可能になると見込まれております。 

 

 （２） 当該事業の開始のために特別に支出する金額及び内容 

本件提携により発生するライセンス料の支払いを除き、特別な支出はありません。 

 

 

２．業務提携の相手先の概要 

ライセンス契約 

 （１） 名称 AT&T Intellectual Property, LLC 

 （２）所在地 米国・ジョージア州 

 （３）事業内容 AT&T Inc.及びその子会社等が保有する知的財産権の管理 

  （４）当該会社との関係  

  資本関係 該当なし 

  人的関係 該当なし 

  取引関係 該当なし 

 

 



業務提携契約 

 （１） 名称 AT&T Services, Inc. 

 （２）所在地 米国・テキサス州 

 （３）事業内容 無線通信ネットワーク、携帯電話サービス、固定電話サービス等の

  提供 

  （４）当該会社との関係  

  資本関係 該当なし 

  人的関係 該当なし 

  取引関係 IP Infusion Inc.の子会社である Northforge Innovations Inc.が 

   ネットワークソフトウェア関連の開発を受託しております。 

 

（注） 代表者、資本金、設立年月日、大株主及び持株比率、最近の経営成績及び財政状態につきま

しては、２社ともに相手先の要請に基づき非開示とさせて頂きます。 

 

  （ご参考） 

   本件提携の相手先である AT&T Intellectual Property, LLC及び AT&T Services, Inc.の親会社 

  である AT&T Inc.の概要は以下の通りです。 

 

 （１） 名称 AT&T Inc. 

 （２）所在地 米国・テキサス州 

 （３）代表者の氏名・役職 CEO：Randall L. Stephenson 

 （４）事業内容 グループ会社の統括及び運営 

 （５）資本金 7,621百万米ドル 

 （６）設立年月日 1983年 10月５日 

 （７）大株主及び持株比率 The Vanguard Group, Inc. 7.7％ 

   Blackrock Inc.  6.3％ 

   State Street Corporation 4.1％ 

  （８）当該会社との関係  

  資本関係 該当なし 

  人的関係 該当なし 

  取引関係 上記に記載の AT&T Services, Inc.との取引を除き 

   該当事項はありません。 

  （９）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態  

決算期 2016年 12月期 2017年 12月期 2018年 12月期 

連 結 純 資 産 124,110百万米ドル 142,007百万米ドル 193,884百万米ドル 

連 結 総 資 産 403,821百万米ドル 444,097百万米ドル 531,864百万米ドル 

連 結 売 上 高 163,786百万米ドル 160,546百万米ドル 170,756百万米ドル 

連 結 営 業 利 益 23,543百万米ドル 19,970百万米ドル 26,096百万米ドル 

親 会 社 株 主 に 

帰属する当期純利益 
12,976百万米ドル 29,450百万米ドル 19,370百万米ドル 

 

 

 



３．日程 

 （１） 取締役会決議日 2019年 10月 22日 

 （２）契約締結日 2019年 10月 22日 

 （３）事業開始日 2019年 10月 22日 

 

 

４．今後の見通し 

  本件が当社の連結業績に与える影響は現在精査中であり、今後開示すべき事項が生じた場合には速

やかにお知らせいたします。中長期的には、当社のネットワークソフトウェア事業における事業の柱

の一つとなり、企業価値の向上に資するものと考えております。 

 

 

以 上 

 

 


